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概要
　本論文は外資系企業が内資企業に比べて高い初任給を支払っているのか否か

を検証する。日本の事業所と労働者の情報を接続した横断面のデータによって

分析を行った結果、外資系事業所が内資系事業所に比べて平均的に高い初任給

を支払っていること、外資比率が高い事業所ほど、初任給が高い傾向が高学歴

男性を中心に広く見られることが明らかになった。外資系の初任給が高いとい

う結果が、（1）外資への参入障壁を意味しているのか、（2）外資が採用する労

働者の能力が高いのか、（3）外資が高い初任給を支払えるほど生産性が高いの

か、横断面のデータからは十分な識別はできないが、従業者規模や学歴によっ

て制御してもなお外資比率が高い事業所の初任給が高いことは、外資系企業の

労働市場の参入に一定の参入障壁が存在することを示唆する。
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1 はじめに
　外資系企業は、国内企業（内資企業）に比べて高い賃金を払う傾向にある。

外資系企業が払う賃金の割増は「外資賃金プレミアム」と呼ばれ、諸外国で多
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くの研究がなされてきた。外資系企業の平均賃金が高いことは、インドネシア

のような途上国だけではなく、ドイツやイギリス、スウェーデンのような先進

国でも観察されているが、国によってその程度や性質が大きく異なることも明

らかになっている（Hijzen et al. 2013）。実証研究のみならず、理論研究でもこの

外資賃金プレミアムの分析が進められてきた。Egger and Kreickemeier（2013）

は、労働市場の不完全性と企業の異質性から外資賃金プレミアムを理論的に説

明しようと試みている。日本においても外資系企業の賃金が高い傾向にあると

はよく言われることであるが、統計データで裏付けることはそれほど容易では

ない。日本の外資系企業を扱った代表的な統計データとしては、『外資系企業動

向調査』（経済産業省）1）や『外資系企業総覧』（東洋経済新報社）2）がある。しか

し、これらの統計データには、基本的には、賃金に関するデータが含まれてい

ない。『外資系企業総覧』には初任給についてのデータが含まれているが、欠損

が多い。そのため、これらの統計データそれ自体のみで外資系企業の賃金が高

い傾向にあるか否かの答えを出すことはできない。

　そこで、筆者は、Tanaka（2022）や Greaney and Tanaka（2021）において、上

記 2統計以外のデータを用いて、外資系企業の賃金が高い傾向にあるか否かを

分析してきた。筆者がこれまで用いてきたデータは、『賃金構造基本統計調査』

（厚生労働省）と『経済センサス−基礎調査』（総務省）『経済センサス−活動調

査』（総務省）である。まず、『賃金構造基本統計調査』は全数調査ではなく、

抽出調査ではあるが、事業所および労働者レベルで賃金のデータを提供してい

る。『経済センサス』は、日本に存在する全ての事業所を対象とした調査であ

り、外資比率についてのデータを持つ。のちに述べるように、『賃金構造基本統

計調査』と『経済センサス』は共通の事業所番号（以後「センサス ID」と呼ぶ）

1）『外資系企業動向調査』は、外資比率、外国側筆頭出資者の国籍、従業者数、売上
高、仕入高、外国側筆頭出資者への支払い費用、研究開発費、設備投資額、収益・資
産の状況といった基本的項目に加えて、日本の投資環境についての回答も含めた、外
資系企業に関する包括的な政府統計である。

2）『外資系企業総覧』は『外資系企業データ』としてテキストファイル版も販売されて
いる。
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により接続することができる。両統計を接続することで、外資系企業の賃金が

高い傾向にあるか否かを分析することが可能になる。

　筆者の試算に基づけば、日本において、外資系事業所は、労働者の学歴や経験

年数を考慮しても輸出もしておらず海外子会社も持たない日系企業に比べて平

均的に約 21.5%高い賃金を支払っている（Tanaka 2022）。このような法外な外資

賃金プレミアムは、優れた求職者を引き寄せるための戦略と考えることができ

る一方で、日本の労働市場に馴染みの薄い外資が支払わなければならない一種

の「罰金」と考えることもできる。もし外資賃金プレミアムがそのような「罰

金」であれば、日本への外資参入を阻害する一要因とみなすことができる。そ

うした阻害要因を除去することは、外資誘致（対内直接投資誘致）の上で重要

な政策課題であろう。

　本稿は、『賃金構造基本統計調査』と『経済センサス』を用いて、日本におけ

る外資賃金プレミアムをどのように分析することができるのかを簡潔に紹介す

るとともに、初任給についても外資の方が高いのか否か分析する。第 2節では、

統計データについて概説し、第 3節では初任給についての分析結果を提示する。

最後に、第 4節において、今後の課題や研究の方向性を議論する。

2 データ
　序論でも述べたように、筆者は、外資賃金プレミアムの要因を解明するため

に、『経済センサス−基礎調査』（総務省、2009）、『経済センサス−活動調査』（総

務省、2012）、『賃金構造基本統計調査』（厚生労働省、2012）から得た個票デー

タを用いてきた（Tanaka 2022）。『経済センサス−基礎調査』（2009/2014/2019）

と『経済センサス−活動調査』（2012/2016/2021）は日本に所在するすべての事

業所を調査対象とし、外資比率のデータを含む。『経済センサス−基礎調査』は

海外子会社数、『経済センサス−活動調査』は輸出額のデータを含んでいる。

Tanaka（2022）は、これら外資比率・海外子会社数・輸出額のデータを用いて、

企業のグローバル化と労働者の賃金との関係を分析している。

　本稿でも、『経済センサス−基礎調査』（2009）と『賃金構造基本統計調査』
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（2012）のデータを事業所レベルで接合し、初任給の分析を行う。表 1に示すよ

うに、『賃金構造基本統計調査』（2012）は 2009年経済センサスの事業所 IDを

収録しているため、『経済センサス−基礎調査』（2009）と事業所レベルで接合

することが可能である。なお、2013年からビジネスレジスターの運用が開始さ

れ、共通事業所・企業コード（数字 8桁とチェックデジット）が順次政府統計

に付与されるようになっており、今後は共通事業所コードによって両統計を接

合することが可能になると考えられる。3）

表 1 賃金センサスの ID

西暦 和暦 事業所番号

2009 H21 2006年事業所・企業統計調査 ID

2010 H22 2006年事業所・企業統計調査 ID

2011 H23 2006年事業所・企業統計調査 ID

2012 H24 2009年経済センサス ID

2013 H25 2009年経済センサス ID

2014 H26 2012年経済センサス ID（民営）
2015 H27 2013年共通事業所コード
2016 H28 2014年共通事業所コード
2017 H29 2015年共通事業所コード
2018 H30 2016年共通事業所コード

注：『賃金構造基本統計調査』（2012–2014）に収録されている経済センサス IDは、「市
区町村コード 3桁」「調査区番号 4桁」「事業所番号 4桁」となっている。一方、『経
済センサス-基礎調査』には、「市区町村コード 3桁」の代わりに「都道府県市区町村
コード 5桁」が収録されている。そのため、『経済センサス-基礎調査』と『賃金構造
基本統計調査』を接合する際には、『賃金構造基本統計調査』の「市区町村コード 3

桁」に都道府県番号（2桁）を付加する作業が必要になる。

　なお、『賃金構造基本統計調査』と『経済センサス−基礎調査』から構築した

データの欠点としては、パネル化が困難であることが挙げられる。『賃金構造基

本統計調査』は毎年調査対象の事業所・労働者を選び直す標本調査である。そ

のため、『賃金構造基本統計調査』のデータの構造は、repeated cross-sectionであ

3） 共通事業所・企業コードについて詳しくは「共通事業所・企業コード等の付与につ
いて」（https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/jsdb/pdf/23_4-1-3.pdf）が参考になる。
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る。『賃金構造基本統計調査』の労働者レベルもしくは事業所レベルでのパネル

化は原則不可能と言える。『経済センサス−基礎調査』は全数調査であり、5年

刻みの事業所パネルデータを構築することは原理的には可能であるが、パネル

化には各年度のセンサスの事業所 IDの接続表が必要となる。『経済センサス−

基礎調査』の事業所データのパネル化に成功したとしても、各年度の賃金デー

タを『賃金構造基本統計調査』から得られる保証はない。これは、既に述べた

ように『賃金構造基本統計調査』が標本調査であるためである。こうしたこと

から、労働者=企業接合データのパネル化が可能であるデンマークなどのデータ

に比べて、日本のデータは因果関係を識別する研究には不利である。

3 初任給の分析
　既に、Tanaka（2022）と Greaney and Tanaka（2021）が外資系企業の方が相対

的に高い賃金を労働者に払う傾向にあることを明らかにしている。本稿は、初

任給についても外資系企業の方が相対的に高い賃金を支払っているのか否かを

検証する。Tanaka（2022）と Greaney and Tanaka（2021）は、『賃金構造基本統

計調査』の労働者レベルの賃金データを用いて分析しているが、本稿では、『賃

金構造基本統計調査』の事業所レベルの賃金データを用いる。

3.1 初任給のデータ

　本稿では、『賃金構造基本統計調査』の事業所レベルの学歴別の初任給（月

額）のデータを用いる。まず、学歴別の初任給の平均値と標準偏差を確認した

ものが表 2である。学歴が高いほど、つまり教育年数が長いほど、平均的に初

任給が高くなる傾向が男女問わず観察される。つまり高卒よりも短大・高専卒

の方が初任給が高く、短大・高専卒よりも大卒の方が初任給が高い。最も初任

給が高いのは大学院卒である。原則的に、大卒の文系と理系では、理系の方が

初任給の平均が高い。しかし、外資系企業（外資比率 50%以上）の男性につい

ては、大卒の文系の方が大卒の理系よりも初任給の平均が高い。

　内資企業と外資系企業（外資比率 50%以上）を比較すると、全ての学歴にお
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いて、外資系企業の方が初任給の平均値が高いことが見て取れる。特に大卒文

系男性については、内資企業と外資系企業の初任給格差が大きい。内資企業の

初任給（月額）の平均が 19.47万円であるのに対して、外資系企業の初任給の

平均は 24.13万円であり、4万円以上高い。

表 2 学歴別の初任給額（単位: 100円、月額）

初任給 内資企業 外資系企業（外資比率 50%以上）

N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差

高卒女性 2721 1,508.3 159.4 15 1,595.2 181.5

高卒男性 4328 1,563.7 140.3 24 1,675.3 222.5

短大・高専卒女性 1925 1,643.1 195.6 7 1,715.7 85.7

短大・高専卒男性 1818 1,712.0 176.9 6 1,783.7 68.7

大卒文系女性 4635 1,892.7 220.0 75 2,092.4 340.5

大卒文系男性 5086 1,947.8 211.7 64 2,413.5 224.8

大卒理系女性 1133 1,960.5 229.1 12 2,198.3 209.3

大卒理系男性 2492 1,973.9 191.6 17 2,096.4 155.2

大学院卒女性 740 2,224.7 211.8 14 2,443.8 497.5

大学院卒男性 1924 2,202.7 197.8 28 2,421.8 358.5

注：『賃金構造基本統計調査』（2012年）より筆者が算出。事業所レベルのデータの
ため、𝑁は事業所数を表す。男女別の学歴によって、観測数 𝑁が異なるのは、
（1）特定の学歴性別の従業者が調査時点で従事していない事業所が存在するこ
と、（2）特定の学歴性別の従業者が『賃金構造基本統計調査』の標本に抽出され
なかったことの 2つが原因と考えられる。

　初任給の分布全体を見るために、大卒の初任給について、内資企業と外資系

企業（外資比率 50%以上）を箱ひげ図で比較したのが、図 1である。図 1から

は、文系理系問わず、性別問わず、外資系企業の方が内資企業よりも初任給が

高い位置に分布していることがわかる。特に大卒文系男性について外資系企業

の初任給は内資企業の初任給を大きく上回ることが改めて確認できる。
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図 1 内資企業と外資系企業（外資比率 50%以上）の大卒初任給の箱ひげ図

注：『賃金構造基本統計調査』（2012年）より筆者が作成。縦軸は初任給額（単位: 100円）
である。外れ値は除く。

3.2 推定

　横断面のデータであることから、外資系企業であることと高い初任給額との

因果関係を識別することは難しいが、本稿では、初任給額に影響を与える他の

要因を制御しても、外資系企業の初任給額が高いと言えるか否かを分析する。

推定に用いる式は以下の通りである。

ln初任給𝑖 = ln事業所従業者数𝑖 +外資比率𝑖 + ln(外国子会社数+1)𝑖 (1)

+ ln事業所年齢𝑖 +都道府県固定効果𝑖 +三桁産業固定効果𝑖 +撹乱項𝑖

ここで下添え字 𝑖は事業所を表す。従属変数は事業所 𝑖の初任給の対数値であ

る。説明変数としては、事業所 𝑖の事業所従業者数の対数値、外資比率、外国

子会社数の対数値、事業所年齢の対数値を含める。また、都道府県固定効果と

三桁産業固定効果によって、地理的要因・産業要因を制御する。
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　推定は、学歴別に行っている。推定結果は表 3に示している。まず、多くの

学歴について従業員数で測った事業所規模が初任給と正に有意に相関している

ことがわかる。ただし、学歴を問わず、女性については事業所規模と初任給と

の間に正の相関が見られるのに対して、大卒理系や大学院卒理系のような高学

歴者を除いて男性についてはそういった相関が見られない。女性の初任給につ

いては、学歴を問わず概して事業所規模が重要であると言える。大規模な事業

所は、高い初任給を女性に対して提示できていることを示唆している。

　また、表 3からは、外資比率は、大卒文系の男女の初任給額と正に有意に相

関していることがわかる。外資比率が高い事業所ほど、大卒文系の男女に高い

初任給を提示していることが示唆される。この理由としては、2つの仮説が考

えられる。1つは外資系企業が高い初任給を払わなければ大卒文系の男女を獲

得できないという可能性であり、もう 1つは外資系企業が相対的に優秀な大卒

文系の男女を採用しているため、初任給額が高くなっている可能性である。い

ずれの仮説が妥当であるかは、本稿が用いる横断面のデータでは検証が難しく、

パネルデータを用いた分析が求められる。

　高卒、大卒理系、大学院卒については、外資比率と初任給の正の相関が男性

にのみ見られる。外資比率が高い事業所が、高卒、大卒理系、大学院卒の男性

には高い初任給を提示している一方で、高卒、大卒理系、大学院卒の女性には

高い初任給を提示していないことを示唆している。なぜ男女差が生じるのか、

本稿のデータからは解明が難しい。

　外国子会社数については、高卒男性、短大・高専卒女性、大卒理系女性、大

学院卒女性を除いて、初任給額に有意な正の相関が見られる。この背景には、

企業の海外進出によって、相対的に高学歴な男性労働者への需要が高まってい

ることがあると考えられる。Bøler et al.（2018）は、輸出企業は、異なるタイム

ゾーンにいるパートナーとのコミュニケーションのために特別な時間帯に働く

ことや、急な出張など、従業員に大きなコミットメントを要求することがあり、

そのために従業員の柔軟性に不釣り合いな報酬を与えている可能性があると指

摘している。そして、女性の柔軟性が低い、あるいはそのように思われている
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場合、輸出企業は非輸出企業よりも高い男女賃金格差を示すことになるという

仮説をノルウェーのデータによって確認している。海外進出についても、同じ

ことが当てはまり、外国子会社を多く持つ企業は海外への出張などに対応でき

る高学歴男性の初任給を高く設定している可能性がある。最後に、事業所年齢

については有意な結果はない。
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4 終わりに
　本稿は、日本の事業所と労働者の情報を接合した横断面のデータによって、

どのような事業所が高い初任給を支払っているのか分析した。まず、外資系企

業（外資比率 50%以上）の方が学歴や性別を問わず、初任給の平均が高い傾向

にあることがわかった。大卒文系男性については、特に外資系企業の初任給の

分布が内資企業に比べて著しく高い。外資系企業が高い初任給を支払い、優秀

な大卒文系男性労働者を雇用しようとしていることが分かる。事業所規模や産

業・地域要因を制御した回帰分析から、外資比率の高い事業所ほど、高学歴の

男性労働者に高い初任給を提示していることもわかった。

　横断面のデータからは、外資系の初任給が高いという結果が、（1）外資への

参入障壁を意味しているのか、（2）外資が採用する労働者の能力が高いのか、

（3）外資が高い初任給を支払えるほど生産性が高いのか、いずれを意味してい

るのか識別することは難しい。しかし、本稿は、高卒、短大・高専卒、大卒文

系、大卒理系、大学院卒という 5つの学歴別に分析をしており、ある程度労働

者の能力を制御できている。また、生産性が高い企業ほど従業員数が大きくな

ることが知られており、従業員数によって、事業所の生産性もある程度制御で

きている。それにも関わらず、外資系の初任給が高い傾向にあることが分析か

ら明らかになったことは、外資が労働市場に参入する際に参入障壁が一定程度

ある可能性と整合的ではある。
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